
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度

単位 実績 実績 実績 実績 実績 実績 目標値 実績

定員数 1,505 1,635 1,873 1,974 1,974 2,154 1,974 2,830

特記

カ所数 11 13 16 17 16 16 17 16

特記

定員数 ― ― 111（102） 111（102） 261（207） 330(267) 321 330（267）

カ所数 ― ― 1 1 2 3 3 3

特記

定員数 43 43 43 37 29 29 46 20

特記

定員数 203 218 236 253 292 337 273 472

カ所数 15 17 19 20 21 24 22 32

特記

(子ども家庭支
援センター）

(子ども家庭支
援センター）

(子ども家庭支
援センター）

(子ども家庭支
援センター）

(子ども家庭支
援センター）

(子ども家庭支援
センター）

(子ども家庭支
援センター）

(子ども家庭支
援センター）

幼児室　　10 幼児室　　10 幼児室　　10 幼児室　　10 幼児室　　10 幼児室　　10 幼児室　　10 幼児室　　10

児童室　　10 児童室　　10 児童室　　10 児童室　　10 児童室　　10 児童室　　10 児童室　　10 児童室　　10

（京橋こども園） （京橋こども園） （京橋こども園）

10 10 10

カ所数 1 1 1 1 1 2 2 2

特記

定員数 各室4人／日 各室4人／日
6人 　  2カ所
4人   　1カ所

6人 　  2カ所
4人   　1カ所

6人 　  2カ所
4人   　1カ所

6人 　  2カ所
4人   　1カ所

6人 　  2カ所
4人   　1カ所

6人 　  2カ所
4人   　1カ所

カ所数 3 3 3 3 3 3 3 3

特記

次世代育成支援行動計画　後期行動計画　平成２６年度実績

事業名

認可保育所
平成26年4月に6カ所開設（481人）、10月に1カ所開設（65人）、12月に1カ所開設（130人）

（計画書126頁～128頁）

認証保育所

認定こども園

家庭福祉員

新規開設園がなかったため、平成25年度実績と比較してカ所数は変更なし。

※（　　）内は長時間保育のみで、短時間保育の定員は含まない。（目標値は長時間保育の定員が未定のため、（　　）の記載はしてい
ない。）

家庭福祉員2名減による定員数9人減

延長保育事業

トワイライトステイ
事業

病児・病後児保育
事業

定員数

平成26年4月に6カ所開設（105人）、10月に1カ所開設（10人）、12月に1カ所開設（20人）

現状維持

現状維持



平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度

単位 実績 実績 実績 実績 実績 実績 目標値 実績

次世代育成支援行動計画　後期行動計画　平成２６年度実績

事業名

（計画書126頁～128頁）

定員数 420 415
※            390
(暫定定員 30)

※           390
(暫定定員 40)

※            470
(暫定定員 50)

※　　　　470
(暫定定員40)

※            500
(暫定定員 45)

※            510
(暫定定員 25)

カ所数 7 7 7 7 8 8 8 8

特記

カ所数 5 5 5 5 6 6 7 7

特記

（子ども家庭支
援センター）

（子ども家庭支
援センター）

（子ども家庭支
援センター）

（子ども家庭支
援センター）

（子ども家庭支
援センター）

（子ども家庭支
援センター）

（子ども家庭支
援センター）

（子ども家庭支
援センター）

乳幼児室  10
幼児室  　 10

乳幼児室  10
幼児室  　 10

乳幼児室  10
幼児室  　 10

乳幼児室  10
幼児室  　 10

乳幼児室  10
幼児室  　 10

乳幼児室  10
幼児室  　 10

乳幼児室  10
幼児室  　 10

乳幼児室  10
幼児室  　 10

緊急保育    2 緊急保育    2 緊急保育    2 緊急保育    2 緊急保育    2 緊急保育    2

（日本橋分室） （日本橋分室） （日本橋分室） （日本橋分室） （日本橋分室） （日本橋分室）

5 5 5 5 5 5

緊急保育  　1 緊急保育  　1 緊急保育  　1 緊急保育  　1 緊急保育  　1 緊急保育  　1

（晴海こども園） （晴海こども園） （晴海こども園） （晴海こども園）

15 15 10 15

（京橋こども園） （京橋こども園） （京橋こども園）

一時保育　15 20 一時保育　15
緊急保育　　2 緊急保育　　2

カ所数 1 1 2 2 3 4 4 4

特記

定員数 養護施設     1 養護施設     1 養護施設     1 養護施設     1 養護施設     1 養護施設     1 養護施設     1 養護施設     1

乳児院        1 乳児院        1 乳児院        1 乳児院        1 乳児院        1 乳児院        1 乳児院        1 乳児院        1

協力家庭  　4 協力家庭　　5 協力家庭   　4 協力家庭　　8 協力家庭 　　4

カ所数 2 2 2 6 7 6 10 6

特記

カ所数 1 1 1 1 1 1 1 1

特記

カ所数 ― ― ― ― ― ― ― ―

特記 　通常保育事業内で対応

― ― ― ― ― ― 1 1 1

特記

― ― ― ― ― ― 0 1 1

特記

定員数

ショートステイ事業

ファミリー・サポー
ト・センター事業

平成25年度実績と比較して40名増
内訳：新川児童館移転改築に伴う定員増（30名）
　　　　佃児童館改修に伴う定員増（10名）
（※暫定定員：臨時措置の定員増　平成21年度実績までは合算、平成22年度実績より外数）

平26年9月新川児童館内に１カ所新設

現状維持

現状維持

現状維持

特定保育事業

（未実施）

放課後児童健全
育成事業
（学童クラブ）

地域子育て支援
拠点事業
（あかちゃん天国）

一時保育（預かり）

夜間保育事業

休日保育事業

（未実施）

※　個別施策（重点事業）の実施状況については、次ページ以降をご覧ください。

平成25年10月に京橋こども園で事業開始

認証保育所で対応（京橋こども園では休日保育事業実施せず）



乳幼児期に関する施策
　　　　①　地域における出産・子育て支援

　　　　　　　ア　安心して子どもを産み育てるための支援

【重点事業】　

・産科施設開設支
援

・周産期母子医療
センターと地域の
診療所の連携検討

・産科施設
19床

・周産期母子医療
センターと地域の
診療所の連携検討

　　　　　―

　　　　　―

　　　　―

・周産期母子医療
センターと地域の
診療所の連携検討

　　　　　―

・同左

　　　　―

・同左

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２６年度実施状況等
　区の補助により開設した産科診療所とその母体であり地域周産期母子医療セン
ターに指定されている学校法人聖路加国際大学とが連携し、区民が安心して出産
できる環境を構築しています。
　また、地域の小児科医が参画し運営している聖路加国際病院小児医療センター
における平日準夜間診療により、安心して子育てできる環境を構築しています。

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　管理課庶務係

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

(計画書１９頁）

施策名 事業内容

●出産をめぐる環境の整備

　前期の取組では身近な地域でかつ利用しやすい費用で出産できる産科施設を確
保しました。また、周産期の医療体制については、国・東京都に要望し、平成22
（2010）年10月に東京都周産期医療体制整備計画が策定されました。今後、国・
都の動向を見極めながら、周産期の母親や家族の支援を行っていきます。
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・サーベイランスの
調査結果を集計・
分析し、ＨＰ掲載

・保健所や子ども
家庭支援センター
に啓発コーナー設
置・運営

・11カ月児、１歳６
カ月児に対する集
団教育や講習会な
どの継続

・子育て関係機関
（庁内）が情報を共
有するための体制
整備

・サーベイランスの
調査結果を集計・
分析し、ＨＰ掲載

・保健所や子ども
家庭支援センター
に啓発コーナー設
置・運営

・11カ月児、１歳６
カ月児に対する集
団教育や講習会な
どの継続

・子育て関係機関
（庁内）が情報を共
有するための体制
整備

・子どもの事故防
止の普及啓発

　　　　　―

・全ての乳幼児健
診で集団教育

・子育て関係機関
（庁内）の情報の共
有・連携強化

・子どもの事故防
止の普及啓発

・保健所や子ども
家庭支援センター
の啓発コーナー運
営

・全ての乳幼児健
診で集団教育

・子育て関係機関
（庁内）の情報の共
有・連携強化

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書２０頁）

施策名 事業内容

●子どもの事故予防対策
　子どもの事故のサーベイランスの結果を関係機関と共有し広く啓発するととも
に、事故予防についての乳幼児健診での集団教育・講習会などの実施や啓発コー
ナーの設置を行います。

２６年度実施状況等 ○保健所・子ども家庭支援センターでのパネル展示を通して、発達に応じて発生
しやすい事故の特徴や予防策を広く啓発しました。また、子ども家庭支援セン
ターでは、ドアクッションなどの安全グッズを展示し、直接触れて体験できるよ
うにしています。
○子どもの事故予防講演会を実施しました。（実施回数：2回、受講者数：68人）
○乳幼児健診等（プレママ教室、パパママ教室、新生児訪問、3～4か月児健診、
離乳食講習会、11か月児歯科健康相談、1歳6か月児歯科健診、3歳児健診）におい
て事故予防教育を実施しました。
○幼児健診（1歳6か月児歯科健診、3歳児健診）において事故の聞き取り・個別相
談を実施し、事故の再発に向けた取組を実施しました。
○事故予防、ケガの応急手当・救命法などをテーマにした子育て支援講座等を開
催しました。（７回　171人参加）
○妊娠初期からの継続的な、「孤育て予防」のための情報発信事業（平成25年採
択協働提案事業）を実施することにより妊婦や出産後の母親・妊婦の夫に対する
効果的な情報発信を図りました。

【健康推進課決算額】　　　　　1,160,569円
【日本橋保健センター決算額】　350,428円
【月島保健センター決算額】　　394,091円

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　健康推進課・子ども家庭支援ｾﾝﾀｰ
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・認可保育所
17園

・認証保育所
15カ所

・認定こども園
１カ所

・認可保育所
20園

・認証保育所
17カ所

・認定こども園
１カ所

　　　　―
　

　　　　―

・認定こども園
３カ所
（新規１カ所増）

　　　　　―

　　　　　―

・認定こども園
２カ所

　　　　　―

　　　　　―

・認定こども園
３カ所
（新規１カ所増）

　　　　―

　　　　―

　　　　―

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書２０～２１頁）

施策名 事業内容

●認可保育所等の整備
　前期の取組では、急激に増加した保育ニーズに対応するため、取組計画を上回
る認可保育所および認証保育所の追加整備を行いました。
　また、今後も保育ニーズに応じて、認可保育所等の整備を進めていきます。

２６年度実施状況等
　平成26年4月、10月および12月に私立認可保育所を計8カ所開設し、定員を676人
拡大しました。
　・認可保育所　　30カ所（8カ所増）
　・認証保育所　　16カ所（変更なし）
　・認定こども園　 3カ所（変更なし）

　平成27年度以降は、「中央区子ども・子育て支援事業計画」に基づき、保育所
の整備を計画的に実施していきます。

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　子育て支援課
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　　　　　　　イ　親の仲間づくりの場の整備

【重点事業】　

・乳幼児クラブ
児童館７カ所

・あかちゃん天国５
カ所

・あかちゃん天国
の行事予定を月ご
とに区のホーム
ページに掲載

・乳幼児クラブ
児童館７カ所

・あかちゃん天国５
カ所

・あかちゃん天国
の行事予定を月ご
とに区のホーム
ページに掲載

・乳幼児クラブ
児童館８カ所

・あかちゃん天国７
カ所
（新規１カ所増）
　
　　　　―

・乳幼児クラブ
児童館８カ所

・あかちゃん天国６
カ所

・あかちゃん天国
の行事予定を月ご
とに区のホーム
ページに掲載

　　　　―

　　　　―

・同左

　　　　―

・あかちゃん天国７
カ所
（新規１カ所増）

・同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書２２頁）

施策名 事業内容

●親子の交流の場の整備と
ＰＲ

　育児の孤立化による育児負担感や不安感を解消するために気軽に参加すること
ができるよう、「乳幼児クラブ」や「あかちゃん天国」などを増設し、身近な地
域における親子の交流の場の整備や、育児グループの育成に取り組んでいきま
す。また、「あかちゃん天国」などの親子の交流の場の積極的なPRを展開しま
す。

２６年度実施状況等 　乳幼児クラブやあかちゃん天国は、親子や保護者同士の交流の場として、ま
た、子育てに関する気軽な相談窓口として着実に定着し、子育ての不安解消に大
きく寄与しています。平成26年９月には、あかちゃん天国を新たに１カ所開設し
ました。（新川児童館内）
　あかちゃん天国では、子育てに関連した行事を実施しており、区のホームペー
ジにも掲載するなどＰＲに努めることによって、各施設で毎回多くの人たちに参
加していただいています。
　今後も、事業に関する情報の積極的な発信に努め、子育て世帯の「親力」向上
につなげていきます。
　乳幼児クラブ
　　実施回数　896回
　　　(0歳児：毎週火曜日、1歳児：毎週木曜日、2歳児：毎週金曜日に実施)
　　在籍者数　1,761人(子どものみ)
　　利用者数　延べ47,684人(子どもおよび保護者の合計数)
　あかちゃん天国
　　利用者数　延べ136,467人(子どもおよび保護者の合計数)

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　　子ども家庭支援ｾﾝﾀｰ
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・子どもと子育て家
庭の総合相談の実
施

・児童館での子育
て相談の実施

・相談員を通年配
置

・７カ所

　　　　　―

・８カ所

・子どもと子育て家
庭の総合相談の実
施

・８カ所

・同左

・８カ所

・同左

・８カ所

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書２２～　２３頁）

施策名 事業内容

●子どもと家庭の相談体制
の充実

　｢子ども家庭支援センター（きらら中央）」において、保健･心理･福祉などの相
談員による「子どもと子育て家庭の総合相談」を継続し、個別に適切な支援を行
います。また、悩みや問題をより身近なところで相談できる体制を整えるため
に、地域の児童館で実施している子育て相談を充実します。

２６年度実施状況等
　多岐にわたる相談内容に適切に対応するために、相談員の資質の向上が課題と
して挙げられます。
  子育て家庭への様々なサービスを提供している子ども家庭支援センターで相談
事業を実施することにより、相談内容に応じた支援の調整を円滑に行うことがで
き、児童虐待防止の観点からも有効な事業となっています。
　新規相談件数：338件（虐待など養護相談164件、育児など育成相談146件、その
他28件）
　平成25年度以前からの継続相談件数：39件
　相談員による児童館巡回相談：区内8児童館延べ89回
  決算額：13,049,629円

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　子ども家庭支援ｾﾝﾀｰ
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　　　　　　　エ　保育サービス等の充実

【重点事業】　

・認可保育所
1,711人

・認証保育所
488人

・認定こども園
111人

・家庭福祉員
46人

・認可保育所
1,97４人

・認証保育所
632人

・認定こども園
111人
（102人）

・家庭福祉員
37人

　　　　―

　　　　―

・認定こども園
321人
（新規１カ所
69人）
・家庭福祉員
46人

　　　　―

　　　　―

・認定こども園
252人

・家庭福祉員
40人

　　　　　―

　　　　　―

・認定こども園
321人
（新規１カ所
69人）
・家庭福祉員
43人

　　　　―

　　　　―

　　　　―

・家庭福祉員
46人

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書２５頁）

施策名 事業内容

●保育定員の拡大
　保育所待機児童の解消を図るとともに、子どもの育ちや保護者の就労形態に
あった保育サービスの提供が可能となるよう、認定こども園の新設、家庭福祉員
の増員を行います。

２６年度実施状況等 　平成26年4月、10月および12月に私立認可保育所を計8カ所開設し、定員676人を
拡大しました。
　・認可保育所　　2,830人（新規8カ所676人増）
　・認証保育所　　　633人（定員変更7人減）
　・認定こども園　　330人＜長時間のみ267人＞
　・家庭福祉員　　 　20人（家庭福祉員2人減による定員数9人減）

　待機児童数は、平成25年度の193人から平成26年度は135人と減少しましたが
（ともに4月1日時点）、引き続き定員拡大を図る必要があります。

　平成27年度以降は、「中央区子ども・子育て支援事業計画」に基づき、保育定
員の拡大を計画的に実施していきます。

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　子育て支援課
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・子ども家庭
支援センター
定員
０～１歳：10人
２～６歳
(未就学児まで)
：10人

・設置場所
２カ所
（日本橋分室）

・子ども家庭
支援センター
定員
０～１歳：10人
２～６歳
(未就学児まで)
：10人
・日本橋分室
０～６歳
(未就学児まで)
：　５人
・緊急保育の実施
０～６歳
(未就学児まで)
子ども家庭支援セ
ンター：２人
日本橋分室：１人

・設置場所
4カ所
（新規１カ所増）
（定員増30人）
　　　　　―

　　　　　―

　　　　　―

・設置場所
3カ所

（定員増10人）
・子ども家庭
支援センター
定員
０～１歳：10人
２～６歳
(未就学児まで)
：10人
・日本橋分室
０～６歳
(未就学児まで)
：　５人
・緊急保育の実施
０～６歳
(未就学児まで)
子ども家庭支援セ
ンター：２人
日本橋分室：１人

・設置場所
４カ所
（新規１カ所増）
（定員増20人）
・同左

・同左

・同左

・設置場所
４カ所

・同左

・同左

・同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書２５～　２６頁）

施策名 事業内容

●一時預かり保育の拡充
　就労形態の多様化や緊急時の保育に対する区民のニーズに応えるため、一時預
かり保育の設置場所を増やし、定員数を拡充します。

２６年度実施状況等 　子ども家庭支援センターにおける一時預かり保育においては、主にライフスタ
イルの多様化や核家族化の進行などにより、一時的に子どもの保育ができず、子
どもの預け先に困った場合などに対応しています。このサービスの利用により保
護者は子育てにゆとりと安心感をもって日常の子育てを行うことができ、育児負
担の軽減に寄与しています。
　利用者は、日本橋分室は減少したもののきらら中央では大幅に増加し、前年度
と比較すると全体で延べ人数が約250人増加しています。利用の理由はさまざまで
すが、仕事や病気、冠婚葬祭の時に加え、保護者のリフレッシュなどの理由も増
加しています。また、出産などでの保護者の入院のほか、入院した親族の看護の
ためといった理由での緊急保育の利用も増加しています。
　今後も、誰もが身近に利用できるようニーズの把握に努めます。
　子ども家庭支援センター
　　延べ利用者　7,023人(0～1歳:3,673人、2～6歳:3,213人、緊急保育:137人）
　子ども家庭支援センター日本橋分室
　　延べ利用者　1,609人(0～6歳:1,576人、緊急保育:33人）
　晴海こども園
　　延べ利用者　1,723人（0～1歳:982人、2～6歳:741人）
　京橋こども園
　　延べ利用者　3,042人（0～1歳:1,805人、2～6歳:1,169人、緊急保育:68人）
　決算額57,451,234円（晴海こども園・京橋こども園を除く。）

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　子ども家庭支援ｾﾝﾀｰ
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          ②　要保護児童への対応の充実

　　　　　　　ア　児童虐待防止対策の強化

【重点事業】　

●親子の交流の場の整備とＰＲ【再掲】　(計画書２９頁）　※５頁

●子どもと家庭の相談体制の充実【再掲】(計画書３０頁）　※６頁

・「子どもほっとライ
ン｣の設置

・「要保護児童対
策地域協議会」の
運営

・児童虐待対応ハ
ンドブックの配布

・児童虐待防止
リーフレットの配布

　　　　　―

　　　　　―

・「子どもほっとライ
ン｣の設置

・「要保護児童対
策地域協議会」の
運営

・児童虐待対応ハ
ンドブックの配布

・児童虐待防止
リーフレットの配布

・児童対応事例集
の作成

・養育支援訪問事
業実施

　　　　　―

　　　　　―

・児童虐待対応 ハ
ンドブックの改訂・
配布

　　　　　―

・児童対応事例集
の配布

　　　　　―

・「子どもほっとライ
ン｣の運営

・「要保護児童対
策地域協議会」の
運営

・児童虐待対応ハ
ンドブックの改訂・
配布
・児童虐待防止
リーフレットの配布

・児童対応事例集
の配布

・養育支援訪問事
業実施

・同左

・同左

・児童虐待対応ハ
ンドブックの配布

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書２８～２９頁）

施策名 事業内容

●児童虐待防止と対応の強
化

　児童虐待の予防、早期発見や子どもの適切な保護のために、「子ども家庭支援
センター（きらら中央）」や、センターを調整機関とした「要保護児童対策地域
協議会」の運営を推進します。協議会は、区や児童相談センター、学校や警察、
人権擁護機関など関係機関と、民生・児童委員や福祉団体などから構成され、相
互に連絡を取り合い、情報の交換や支援に関する協議を行うことで、児童虐待を
防止します。また、全ての大人が子どもを見守れるように児童虐待に関する情報
提供を積極的に行います。

２６年度実施状況等 　オレンジリボンキャンペーンへの参加機関や人数が年々増加し、中央区児童虐
待情報専用電話「子どもほっとライン」への通告件数も増加していることなどか
ら、区民の意識向上に成果を上げています。
　多数の関係機関によって構成される要保護児童対策地域協議会の活性化を図る
ためには、調整機関である子ども家庭支援センターの役割が重要であり、職員の
専門性の向上と体制の強化が課題となっています。
　代表者会議年1回、実務者会議年4回、個別ケース検討会議年11回実施
　オレンジリボンキャンペーン実施（リーフレットとティッシュ配布3,000部）
　児童虐待対応ハンドブック改訂版の配布
　決算額：451,200円

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　子ども家庭支援ｾﾝﾀｰ
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　　　　　　　イ　障害があるなど配慮を必要とする子どもへの支援の充実

【重点事業】　

・子ども発達相談
体制の強化等、早
期発見・早期支援
体制を充実

・関係部署の連携
による情報の共有
および役割分担当
の明確化

・福祉センターに
子ども発達障害相
談専属の常勤保健
師を配置

・関係部署の連携
による情報の共有
および役割分担当
の明確化

・発達障害への早
期対応の体制の充
実と連携のさらなる
強化

　　　　―

・体制充実および
連携強化

・関係部署の連携
による情報の共有

・同左

・同左

・同左

・同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書３１～３２頁）

施策名 事業内容

●発達障害への早期対応
　子どもに関する施設・機関、特に「福祉センター」「保健所・保健センター」
「教育センター」「東京都発達障害者支援センター（トスカ）」などにおいて、
相互に情報を共有して連携を図り、発達障害の早期対応の強化を図ります。

２６年度実施状況等
　中央区基本計画２０１３で事業計画化した「子ども発達支援センター（仮
称）」の運営管理や事業内容を精査するため、自立支援協議会に「子ども発達支
援のあり方検討部会」を新設し、保健・福祉・教育の連携による一貫した支援体
制づくり等について議論を重ねました。

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　福祉センター
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・発達障害の知識
を深めるための具
体的な方法等を検
討

・施設・機関の職員
の専門研修への参
加、講演会の開催

・発達障害の知識
を深めるため外部
の専門研修への参
加

※研修内容
実践セミナー
「気になる」子への
保育・教育
秋のセミナー
評価を踏まえた「気
になる」子への保
育教育

・発達障害に関わ
りのある施設・機関
の職員のスキル向
上

・支援内容等の充
実

・発達障害に関わ
りのある施設・機関
の職員の専門研修
への参加、講演会
の開催

同左 同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書３２頁）

施策名 事業内容

●職員のスキルの向上と体
制の整備

　発達障害に関わりのある施設・機関の職員が研修等を通じてスキルの向上を図
ることにより、子どもや保護者が安心して適切な支援を受けることができるよう
な環境づくりと体制を整備します。

２６年度実施状況等
　専門研修「こどもの発達障害」等複数の研修、セミナーに参加し職員のスキル
向上を図りました。
　さらに、研修を受講した職員が職場内研修として報告会を設けるなど、職員間
で個々の障害児に対する支援方法についての情報を共有するとともに、知識の習
得に努めました。

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　福祉センター
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・発達に関する相
談や保育所等への
巡回相談・指導に
ついて、関係機関
等の役割や連携の
方法を検討
・統一的・継続的な
相談・支援のため、
関係機関等による
連携体制の構築

・保育所等と連携
を図り、巡回指導
の回数増
・就学について学
務課と就学相談の
連携

・福祉センターや
教育機関をはじめ
として取り組んでき
た総合的な相談・
支援体制の構築と
関係機関の連携の
さらなる強化を図
り、対象となる子ど
もの速やかな把
握、保護者に対す
る的確なアドバイス
等の実施
・福祉センターに
おける子ども発達
相談・指導の充実
と児童デイサービ
スとの連携強化に
よる総合的な相談・
療育・指導体制づ
くり

総合的な発達障
害・療育・指導体
制の構築と連携強
化

同左 同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書３３頁）

施策名 事業内容

●子どもの総合的な発達相
談・療育・指導体制の整備

　福祉センターで実施している保育所等への巡回相談・指導を専任教育相談員と
の連携を図りつつ充実するとともに、児童発達支援（旧児童デイサービス）の拡
充などを図ります。
また、子どもにとっての適切な就学について、保護者と教育機関が早い段階から
相談できる体制を整備します。

２６年度実施状況等
　中央区基本計画２０１３で事業計画化した「子ども発達支援センター（仮
称）」の運営管理や事業内容を精査するため、自立支援協議会に「子ども発達支
援のあり方検討部会」を新設し、保健・福祉・教育の連携による一貫した支援体
制づくり等について議論を重ねました。

　福祉センターに通所している幼児の保育所巡回相談は、実績が増加していま
す。そのため、巡回回数を増やすための体制の強化が必要となっています。
　・保育所巡回相談数　１７０件

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　福祉センター
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学齢期・思春期に関する施策
　　　　①　　子どもの健やかな成長のための教育環境等の整備

　　　　　　　ア　「生きる力」を育む教育体制の推進

【重点事業】　

キッズボラン
ティア活動

４カ所 ６カ所
（新規１カ所増）

５カ所 　
　　　　―

６カ所
（新規１カ所増）

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２６年度実施状況等

　子育て交流サロン「あかちゃん天国」内のキッズボランティア活動を通じて、
子どもたちは、乳幼児との関わりの中から命や家族の大切さなどを学びました。
　また、平成26年９月に移転改築した新川児童館のあかちゃん天国では、平成26
年12月からキッズボランティア活動を開始し、活動の場を拡充しました。
　
　・６館延べ122日実施、延べ参加人数414人(キッズボランティア)

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　子ども家庭支援センター

< 後期（２４～２６年度）の取組

(計画書３７頁）

施策名 事業内容

●乳幼児親子との交流の拡
充

　児童館を利用する小学生等が乳幼児の親子とのふれあいを通じて命や家族の大
切さを理解し、幼い子どもに対して思いやりをもって接することができるよう、
「あかちゃん天国」において小学生が乳幼児のお世話をするキッズボランティア
活動を拡充します。
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　　　　　　　ア　　　イ　特別支援教育の推進

【重点事業】　

・小学校通級指導
学級（情緒障害
等）の運営

・中学校通級指導
学級（情緒障害
等）を設置１校

・特別支援教育ア
ドバイザーによる巡
回指導
小学校年３回
中学校年３回
幼稚園年１回
特別支援学級
年２回
・専任教育相談員
（臨床心理士等）
等の派遣
小学校週１回
中学校週１回
幼稚園・保育
園　　月２回
・副籍制度の実施

・小学校通級指導
学級（情緒障害
等）の運営、新規
設置１校
・中学校通級指導
学級（情緒障害
等）を設置１校、運
営
・特別支援教育ア
ドバイザーによる巡
回指導
小学校年３回
中学校年３回
幼稚園年２回
特別支援学級
年３回
・専任教育相談員
（臨床心理士等）
等の派遣
小学校週１回
中学校週１回
幼稚園・保育
園　　月２回
・副籍制度の実施

　　　　　―

　　　　　―

・特別支援教育ア
ドバイザーによる巡
回指導を実績に応
じ、派遣回数等の
見直し

・専任教育相談員
（臨床心理士等）
等の派遣を実績に
応じ、派遣回数の
見直し

　　　　　―

・小学校通級指導
学級の運営

・中学校通級指導
学級の運営

・実績に応じ派遣
回数の見直し

・実績に応じ派遣
回数等の見直し

・副籍制度の実施

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

・同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書３９頁）

施策名 事業内容

●特別な支援を必要とする
児童・生徒への支援

　自閉症やＬＤ（学習障害）、ＡＤ／ＨＤ（注意欠陥／多動性障害）など、通常
の学級に在籍しながら一部特別な指導を必要とする児童・生徒に対して、専門家
による支援を行います。また、特別支援学校に就学している児童・生徒と区立小
中学校に就学している児童・生徒が交流活動を行う副籍制度を実施し、相互理解
を推進します。

２６年度実施状況等 　特別支援教育アドバイザーを全小中学校・幼稚園に年３回派遣して、支援が必
要な幼児・児童・生徒の観察を行い、教員への助言を行うとともに、各校園で研
修を実施しました。
　小学校８校で江東特別支援学校および墨東特別支援学校との副籍交流を行い、
中央区に在住している特別支援学校の児童・生徒と通常学級の児童・生徒が交流
しました。

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　指導室
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　　　　　　　ウ　家庭と地域における教育力の向上　

【重点事業】　

●子どもと家庭の相談体制の充実【再掲】(計画書４１頁）　※資料１「乳幼児期に関する施策」　６頁

取組の検討、
実施

取組の検討、
実施
①児童館で将棋教
室17回
②小学校で昔の遊
び教室２回

　
　　　　　―

取組の検討、
実施

同左 同左

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書４１～４２頁）

施策名 事業内容

●出前講座の開催
　「元気高齢者人材バンク」の登録者が児童福祉施設等に出向き、その知識や経
験を生かして子どもが興味を持つ講座を開催します。

２６年度実施状況等
　元気高齢者人材バンク登録者による手作り紙芝居などの技能お披露目会をシニ
アセンターにおいて開催し、実際に登録者の技能を見てもらうことにより活動依
頼につなげようとしましたが、児童福祉施設等においては講座の開催にはつなが
りませんでした。今後はお披露目会を通じ、児童の興味や関心を引くような技能
の披露の方法を習得し、講座の開催につなげていきます。

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　高齢者福祉課

児童館7カ所 児童館７カ所 児童館８カ所 児童館８カ所 　　　　　― 　　　　　―

前期の取組 後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書４１頁）

施策名 事業内容

●児童館の増設
　放課後の子どもたちの居場所を推進していくために、児童館の増設を行いま
す。また、「学童クラブ」と「プレディ」について、その機能やあり方について
の検討を進めます。

２６年度実施状況等
　「学童クラブ」と「プレディ」について、中央区子ども・子育て会議において
その機能やあり方を検討しました。今後は学童クラブとプレディが連携を図っ
て、児童が安全に放課後等に安心して過ごせる居場所の確保を推進していきま
す。
　老朽化が著しい新川児童館について、近隣の明正小学校との複合施設として平
成26年9月に移転改築し、学童クラブの定員を拡大しました。（1クラブ40人→2ク
ラブ70人）
　新川児童館の改築　決算額　552,998,804円

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　子ども家庭支援センター
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　　　　　　　エ　こころと体の健康づくり　

【重点事業】　

地域スポーツクラ
ブ設立に向けた検
討および育成

スポーツ推進委員
と地域の方々で構
成する「地域ス
ポーツクラブ設立
準備会」での検討
および「地域説明
会＆体験会」の開
催

地域スポーツクラ
ブの設立および活
動支援

設立
（１カ所）

活動支援 同左

後期（２４～２６年度）の取組

計　画 実　績 計　画 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(計画書４３頁）

施策名 事業内容

●地域スポーツクラブへの支
援

　子どもから高齢者まで、地域の誰もが気軽にスポーツに参加でき、地域の方々
が主体となって運営する地域スポーツクラブの設立と活動を支援します。

２６年度実施状況等
　昨年同様、通常の実施プログラムに加え、東京都等の支援による事業を実施し
て幅広い年代層がスポーツにふれあう機会の創出を図りました。
　今後は親子でのスポーツ教室の開催などにより子育て世代の参加をより一層呼
びかけるとともに、地域住民が気軽にスポーツ活動に参加できる機会の充実を図
るため、区としては引き続き開催場所の確保や広報活動への協力、運営に関わる
支援や助言を行っていきます。
・平成２６年度実績　会員数５４３人　教室数１９種目３７教室

（回数・人数・決算額・課題・利用者意見・事業課評価）

所管課　スポーツ課
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